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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

糖尿病及び合併症の実態把握に関する研究 
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研究要旨 

（1）レセプト情報・特定健診等情報データベースを用いた研究  

レセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB）の特別抽出データを用いて、日本全体にお

ける糖尿病及び糖尿病合併症の実態把握を行うために、本研究班が取り組むNDB研究テーマ

（医療の質、初回糖尿病薬処方の現状、重症低血糖、1型糖尿病、妊娠糖尿病、高齢者、がん

等）について選定した。それに基づき今年度は糖尿病患者における初回外来糖尿病薬処方の

検討を行った。その結果、2014下半期～17年度に単剤の初回外来糖尿病薬処方（インスリンを

除く）があった成人2型糖尿病患者は約110万人で、この期間にビグアナイド薬の処方割合が増

加（約13％→約17％）、DPP-4阻害薬の処方割合が減少（約68％→約62％）していた。また、特

に学会認定のない施設で、他国で第1選択薬となることも多いビグアナイド薬が初回処方薬とし

て殆ど処方されていないこと、都道府県間で処方実態が大きく違うことが明らかとなった。 

（2）糖尿病に対する適切な医療提供体制や指標の検討  

厚生労働省健康局と協議し、令和5年3月に予定されている医政局より都道府県へ出される第8

次医療計画についての通知における“糖尿病の医療体制構築に係る現状把握のための指標

案”について、出典がNDB以外である項目を含め本研究班で草案を検討することとなった。厚労

省健康局へ提案するためのスケジュールやプロセスについて検討した結果、研究班メンバーと

主とした修正デルファイ法にて指標を検討し、来年度（2021年度）末には厚生労働省健康局へ

本研班案として提言する方向となった。また、今年度は、過去の糖尿病領域の医療計画糖尿病

領域指標作成経緯や、糖尿病領域におけるクリニカルインディケーターの調査等を行った。 
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Ａ．研究目的 

糖尿病は健康日本 21（第二次）1）に定められた

主要な生活習慣病の 1 つであり、生活習慣病の

重症化予防のために大規模データを利用する取

り組みは健康・医療戦略（令和 2年）2）等において

も重視されている。医療計画 3）における 5 疾病・5

事業及び在宅医療の医療提供体制のなかでも

糖尿病は重点疾患として扱われており、今後も特

に発症予防・重症化予防に重点をおいて糖尿病

対策事業が継続される見込みである。本研究の

目的は、レセプト情報・特定健診等情報データベ

ース（NDB）の特別抽出データを用いて糖尿病患

者及び糖尿病合併症の実態把握を行うとともに、

糖尿病に対する適切な医療提供体制や指標を

検討することである。 

1 年目である今年度は、以下 2 点を研究目的

として進めた： 

(1) レセプト情報・特定健診等情報データベー

スを用いた研究 

まずは本研究が 3年間で取組む、NDB研究

テーマを選定し、そのテーマに沿って研究を進

める。 

(2) 糖尿病に対する適切な医療提供体制や指

標の検討   

既存の糖尿病対策の指標の整理を行い、

望ましい医療提供体制に資する指標を検討す

る。 

 

Ｂ．研究方法 

（1）レセプト情報・特定健診等情報データベース

を用いた研究  

計 2 回の班会議を通して議論を行い、適宜班

員による確認・修正を繰り返しながら進めた。 

1）第 1 回班会議：2020 年 9 月 29 日 

（1 名の厚生労働省健康局医系技官、21 名の研

究班員が参加） 

2）第 2 回班会議：2021 年 2 月 28 日 

（1 名の厚生労働省健康局医系技官、21 名の研

究班員が参加） 

3）初回外来糖尿病薬処方の検討 

・デザイン： NDB の特別抽出データを用いた観

察研究 

・糖尿病診療に関連する情報のみを抽出依頼し、

研究を行った。 

・対象：2014 年度下半期〜17 年度に糖尿病薬の

初回外来処方を受けた成人 2 型糖尿病患者。イ

ンスリン以外の単剤処方を対象とした 

・除外基準：初回処方月にインスリン処方あり、初

回処方月に 2 剤以上ないし合剤の処方あり、E10

（1 型糖尿病）など（E11 又は E14 以外）の糖尿病

病名あり・ないし糖尿病病名なし、施設情報不明、

初回処方月に 2施設以上で処方、包括算定対象

診療行為あり 

・初回外来処方：期間内初回受診月より 7 ヶ月目

以降にあった外来における初めての処方 

・薬剤の種類 ー 以下の 8種類に分類： 

ビグアナイド薬（ほぼメトホルミン）、DPP-4 阻害

薬、SGLT2 阻害薬、SU、αGI、チアゾリジン、グリ

ニド、GLP-1 受動体作動薬 

・関連因子：初回処方の年度、個人の因子（性別、

年齢層、保険種別、降圧薬の使用、脂質異常症

薬の使用、虚血性心疾患病名、慢性腎不全病名、

施設レベルの因子（日本糖尿病学会認定教育施

設の認定有無、病床数、都道府県） 

・統計解析として、下記を行った。 

 初回処方における各糖尿病薬の占める割合

の記述分析 

 ビグアナイド薬、 DPP4 阻害薬 の 2 剤につ

いて、各薬剤選択に関連する因子を多重ロ

ジスティック回帰分析を用いて検討 

 ビグアナイド薬、 DPP4 阻害薬の選択割合

を施設ごとに算出し、施設認定有無別に選

択割合の分布をヒストグラムで図示 

 

（2）糖尿病に対する適切な医療提供体制や指標

の検討  
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計 2 回の班会議を通して議論を行い、適宜班

員による確認・修正を繰り返しながら進めた。 

1）第 1 回班会議：2020 年 9 月 29 日 

（1 名の厚生労働省健康局医系技官、21 名の研

究班員が参加） 

2）第 2 回班会議：2021 年 2 月 28 日 

（1 名の厚生労働省健康局医系技官、21 名の研

究班員が参加） 

 

（倫理面への配慮） 

NDB を用いた研究については、国立研究開発

法人国立国際医療研究センターの倫理審査委員

会にて承認された（承認番号: NCGM-G-002492-

03）。 

 

Ｃ．研究結果 

（1）レセプト情報・特定健診等情報データベース

を用いた研究 

1）第 1 回班会議：2020 年 9 月 29 日 

・先行研究におけるNDB研究として、糖尿病診療

のプロセス指標に関する研究 4）を共有した。 

・本研究班が取り組む NDB 研究とテーマとして、

下記のテーマを選定した（資料 1）。 

 診療報酬改定や医療計画への反映を想定

するテーマ：医療の質、アウトカム指標、指

導管理料の算定状況など 

 日本糖尿学会と協力して進めるテーマ：初回

糖尿病薬処方の現状、重症低血糖、1 型糖

尿病など 

 診療ガイドラインへの反映を想定するテー

マ：妊娠糖尿病、高齢者、がんなど 

2）第 2 回班会議：2021 年 2 月 28 日 

2020 年 10 月 6 日に、NDB に関するガイドライン

が“匿名レセプト情報・匿名特定健診等情報の提

供に関するガイドライン”へと改訂された。もともと

国立国際医療研究センターのみで NDB データを

取扱っていたが、更に研究の幅を広げるために

東京大学においても NDB データを取扱い、既に

定めた NDB 研究テーマの解析を進める環境整

備を行った。また、レセプト研究におけるバリデー

ションの重要性についても共有した。 

 

3）初回外来糖尿病薬処方の検討 

・レセプト情報においては、期間内に糖尿病処方

があった患者は約 1100 万人、期間内に初回外

来糖尿病薬処方があった患者は約 150 万人であ

った。そこから未成年や初回処方月にインスリン

処方があった者などを除外した、約 110 万人を解

析対象とした。 

・ビグアナイド薬の処方割合が増加（約 13％→約

17％）、DPP-4 阻害薬の処方割合が減少（約

68％→約 62％）していた。 

・年齢別の処方割合としては、年齢が上がるにつ

れビグアナイド薬の処方割合が下がり、DPP-4

阻害薬の処方割合が増加していた。 

・多変量解析より、ビグアナイド薬選択と正の関

連がある因子として、若年、雇用に関わる保険の

加入、日本糖尿病学会認定教育施設などを認め

た。 

・特に学会認定のない施設において、他国で第 1

選択薬となることも多いビグアナイド薬が初回処

方薬として殆ど処方されていないこと、また特に

沖縄県でビグアナイド薬処方が多いなど都道府

県間で処方実態が大きく違うことが明らかとなっ

た。 

 

（2）糖尿病に対する適切な医療提供体制や指標

の検討 

1）第 1 回班会議：2020 年 9 月 29 日 

・厚生労働省健康局と協議し、令和 5年 3月に予

定されている医政局より都道府県への第 8 次医

療計画についての通知における“糖尿病の医療

体制構築に係る現状把握のための指標案”へ資

する指標案について、出典が NDB 以外である項

目を含め本研究班で検討することとなった。 

・医療計画における“糖尿病の医療提供体制に
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係る現状把握のための指標例”について、平成

25 年の第 6 次医療計画、平成 30 年の第 7次医

療計画、令和 2 年の第 7 次医療計画中間見直し

について整理した。特に、先行研究において第 7

次医療計画中間見直しの際に、“1型糖尿病に対

する専門的治療を行う医療機関数”“糖尿病患者

の新規下肢切断術の件数”の 2 つの指標追加に

貢献しており、その経緯について共有した。 

・我が国における糖尿病のクリニカルインディケ

ーターについても検討したところ、指標項目やそ

の指標の基準値が団体間で異なっていることが

分かり、病院単位の指標と地域単位での指標は

異なる観点が必要であるという結果であった。 

・本研究班においても、先行研究と引き続き医政

局厚労科研班「地域の実情に応じた医療提供体

制の構築を推進するための政策研究」（研究代

表者 今村知明 奈良県立医科大学教授）と協力

していくこととなった。 

2）第 2 回班会議：2021 年 2 月 28 日 

・厚生労働省からの要請により、2021 年度中に

指標案について厚生労働省健康局へ提出するこ

ととなり、第 1 回班会議時点よりもスケジュール

が早まることとなった。 

・糖尿病対策指標案の作成する上で、 

 行政の連続性・方向性（今までの医療計画

指標など） 

 臨床的な意義 （医療の質や、過去の日本

糖尿病学会からの提案等） 

 諸外国での糖尿病指標の活用状況につい

て（OECD による医療の質 5）、 AHRQによる

医療の質 6）など） 

 国内での糖尿病指標の活用状況（医療の質

向上のための体制整備事業 7）など） 

などの視点から検討した。 

・上記より、新たに追加する観点・項目として、

「糖尿病×妊婦の糖代謝異常」「治療継続者の割

合」「治療中断率」「“件数”を“率・割合”へ」「医療

の質指標」「急性増悪時の治療を行う医療機関

数」「糖尿病合併心筋梗塞・脳卒中の発症件数」

「糖尿病治療を主にした糖尿病入院」などの候補

が挙げられた。 

・来年度は、指標案について、研究班案として練

り上げるために、修正デルファイ法を用いて検討

していくこととした。 

 

Ｄ．考察 

本研究は、糖尿病患者の実態について、NDB

データを用いて実態把握を行い、我が国の糖尿

病患者を検討する際の基礎資料として使用され

るデータの算出を目指している。また、国立高度

専門医療研究センターである国立研究開発法人 

国立国際医療研究センターの研究員が事務局と

して進めているため、厚生労働省を含めた行政

機関との関係が密接であることが特徴である。各

医療機関が診療の質としての項目を定めている

ことと同様に、国においても、健康日本 21（第二

次）や医療計画で糖尿病対策指標の項目を定め

ており、本研究は日本糖尿病学会とも連携し、国

の糖尿病政策にも貢献できる結果を目指してい

る。 

2 型糖尿病患者に対する糖尿病薬初回処方の

内容は、2014-17 年度の間に変化があった。

DPP4 阻害薬が大多数であるものの減少し、ビグ

アナイド薬は増加していた。これは、ビグアナイド

薬の中等度腎機能障害患者への適用拡大（日本

糖尿病学会からの recommendation、保険適用）、 

などが原因として考えられた。また、多くの非認

定教育施設ではビグアナイド薬が初回処方の選

択肢として挙がっていない可能性が示唆された

が、副作用（乳酸アシドーシス等）や内服しにくさ

（回数・錠剤のサイズ）を忌避した可能性もあり、

習熟した医療機関・医師では、病態を考慮した、

複数の選択肢を念頭においた投薬を行っている

可能性が示唆された。多変量解析より、ビグアナ

イド薬選択と正の関連がある因子として、特定の

都道府県などを認めた。沖縄県は特徴的にビグ
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アナイド薬処方が多く、肥満の有病率が高いこと、

医療費負担などを医師が念頭に置いて処方して

いることが推定された。 

 第 8 次医療計画の糖尿病対策指標については、

本研究班が草案を作成し、厚労省健康局へ提言

することとなった。医療計画は、医療資源の地域

的偏在の是正と医療施設の連携を推進するため

に都道府県単位で医療提供体制の確保を図るた

めに策定するものである。そのため、病院単位の

医療の質指標としてのクリニカルインディケータ

ーとは視点が違うものの、参考にする点があると

考えられた。指標を設定する上では、医療計画

の趣旨として医療連携体制の構築に係る指標項

目選定が求められるものの、現実的に収集でき

る項目を選定することも重要である。本研究班か

ら提案する指標についても、出典や、集計定義な

どを明確にしていくことが求められている。指標

候補として、例えば第 7 次医療計画中間見直し

時点の指標では、5 疾病 5 事業を通して、様々な

指標が検査実施“件数”となっているが、地域ごと

に糖尿病患者数が異なることから、検査実施“率”

とすることも考えられた。また例えば、都道府県

別尿定性検査実施率ではなく、“尿定性検査実

施率が 50%を超える施設の割合”というような指

標とするほうが具体的な対策に結び付くようにも

考えられた。このような観点も算出の容易さや定

義等も鑑みて検討を進めて行く。 

来年度、ＮＤB 研究については、2 型糖尿病患

者に対する糖尿病薬初回処方の内容を第 64 回

日本糖尿病学会年次学術集会で発表予定であり、

論文については英文雑誌に投稿中である。また

他の研究テーマについても随時進める予定であ

る。糖尿病対策指標の検討については、現状の

指標候補に加え、他の指標候補も研究班内で募

集しつつ、修正デルファイ法にて糖尿病対策指

標を検討する予定である。 

 

Ｅ．結論 

今年度は、ＮＤB 研究については、2 型糖尿病

患者に対する糖尿病薬初回処方に関する研究を

行い、年次推移でビグアナイド薬の処方割合が

増加しDPP-4阻害薬の処方割合が減少している

こと等を明らかにした。また、糖尿病対策指標の

検討については、第 8 次計画における糖尿病対

策指標に貢献するべく、選定プロセスやスケジュ

ール、指標候補案について検討した。 

来年度は、NDB 研究については上記内容を学

会発表と論文で発表予定であり、他の研究テー

マについても随時進める予定である。糖尿病対

策指標については、現状の指標候補に加え、他

の指標候補も研究班内で募集しつつ、修正デル

ファイ法にて糖尿病対策指標を検討する予定で

ある。 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

 なし 

2.  学会発表 

 なし  

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし 

 

I 参考文献 

1) 厚生労働省. 国民の健康の増進の総合的な

推進を図るための基本的な方針. 2012 

2) 健康・医療戦略推進本部. 健康・医療戦略. 

2021 年 

3) 厚生労働省. 医療計画について. 2017 

4) Sugiyama et al. Variation in process quality 

measures of diabetes care by region and 

institution in Japan  during 2015 –2016: an 

observational study of nationwide claims data 

Diab Res Clin Pract. 2019 

5) OECD. Health at a Glance 2019. 

https://www.oecd.org/health/health-
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systems/health-at-a-glance-19991312.htm

（最終アクセス 2021 年 5月 5 日） 

6) AHQR. 2019 National Healthcare Quality and 

Disparities Report. 

https://www.ahrq.gov/research/findings/nhqr

dr/nhqdr19/index.htm 

7) 医療の質向上のための体制整備事業. 第 2

回医療の質向上のためのコンソーシアム. 

https://jq-

qiconf.jcqhc.or.jp/event/dai2kaiqiconf/ （最終

アクセス 2021 年 5 月 5日） 

 

 

資料 1 山内班における NDB研究テーマ 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

糖尿病患者からの視点に関する研究 

糖尿病患者における診療・療養体験の調査研究 

 
研究代表者 山内 敏正 東京大学 医学部附属病院 糖尿病・代謝内科 
研究分担者 山田 祐一郎 関西電力病院 

 大杉 満  国立国際医療研究センター 糖尿病情報センター 
東 尚弘  国立がん研究センター がん対策情報センター がん登録センター 
笹子 敬洋 東京大学 医学部附属病院 糖尿病・代謝内科 

研究協力者 脇 裕典  東京大学 医学部附属病院 糖尿病・代謝内科 
井花 庸子 国立国際医療研究センター 糖尿病情報センター 

  杉山 雄大 国立国際医療研究センター 糖尿病情報センター 
今井 健二郎 国立国際医療研究センター 糖尿病情報センター 

 

  

研究要旨 

過去に行われた類似調査として“1型糖尿病患者に対する調査”、“脳卒中患者・家族の調

査”、“がんの患者体験調査”のデザインや調査票内容を精査した。 1型糖尿病の調査は患

者生活や合併症や困難の把握が主目的であり、脳卒中・がんの調査は疾患個別の対策推

進基本計画への反映・評価が主目的であるため、治療満足度や情報提供体制などの複数の

項目に違いを認めた。本研究班としては、糖尿病患者の生活の実態や困難の把握を主目的

とするも、他疾患で用いられていた調査項目も参考にして進めることとした。 

 本研究ではまずは糖尿病の患者会を通じた調査を行うこととし、日本糖尿病協会と協力し

て、少人数の糖尿病患者に半構造化インタビュー調査を行った後に、その結果を基にした質

問票を作成し、糖尿病協会を通じて全国の患者会へアンケート調査を行う方針とした。今年

度は日本糖尿病協会事務局との合議を進めており、本研究を進めて行くことについて日本糖

尿病協会理事長の承認を得た。現在研究計画について国立国際医療研究センターの倫理

委員会に提出中であり、来年度実施する予定である。 

また、2022年度は、より代表性を追求したアンケート調査を行うことを計画した。糖尿病は、

がん領域と違い「患者台帳」にあたるものがなく、患者情報が集約化されていないことから、

代表性の高い調査方法の追求が難しい疾患である。そのため、実現可能性を確保した上で、

可能な範囲で妥当性の高い方法を目指すのがよいと思われ、調査対象等（施設・団体など）

との綿密なやりとりが重要と考えられた。具体的な調査方法として、“国民健康・栄養調査の

うち糖尿病が強く疑われた方への追加調査”“ NIPPON DATA 2010の参加者への調査”“電

話調査（RDDサンプリング）”“日本医師会等を通じた医療機関でのサンプリング調査”“住民

基本台帳を用いた無作為抽出調査”“保険者を通じたサンプリングアンケート調査”等も検討

した。実現可能性を考慮した上で“保険者を通じたサンプリングアンケート調査”を第一に進

めて行くこととした。国全体への一般化可能性は限られるが、レセプトや特定健診の結果を用

いて対象を抽出した場合、母集団における代表性は保たれると推測される。 
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Ａ．研究目的 

糖尿病は慢性疾患であり、一度罹患すると生

涯にわたり治療・療養の継続が必要となる。長期

に及ぶ経過の中では、治療中断による悪化のリ

スクや合併症の発生・重症化のリスクなどがある

一方で、その継続には医療提供体制や疾患に関

する理解・療養環境・経済的問題などが影響する。

また、ライフイベントごとに生理的・環境等の変化

に合わせた治療・療養の変更を迫られる。これら

の患者を取り巻く多様な実態を把握し適切な診

療を継続させるためには、患者自身の視点を踏

まえた調査が重要である。本研究においては、糖

尿病の診療・療養について、既存データではアプ

ローチが困難な患者の主観的意見・生活の実態

や困難について調査し課題を抽出することで、糖

尿病患者における医療提供体制の見直しや、診

療・療養の質の向上に貢献することを目的として

いる。 

 

Ｂ．研究方法 

計 2 回の班会議等を通じて議論を行い、適宜

班員による確認・修正を行いながら進めた。 

1）第 1 回班会議：2020 年 9 月 29 日 

（1 名の厚生労働省健康局医系技官、21 名の研

究班員が参加） 

2）第 2 回班会議：2021 年 2 月 28 日 

（1 名の厚生労働省健康局医系技官、21 名の研

究班員が参加） 

3）日本糖尿病協会事務局との協議 

 ・2021 年 2 月 15 日 

 ・2021 年 3 月 8日 

 

（倫理面への配慮） 

日本糖尿病協会と協力するインタビュー・アンケ

ート調査については、国立研究開発法人国立国

際医療研究センターの倫理審査委員会に現在申

請中である。 

 

Ｃ．研究結果 

1) 第 1 回班会議：2020 年 9 月 29 日 

・過去に行われた類似調査として 3 つの調査①1

型糖尿病患者に対する調査 1）、②脳卒中患者・

家族の調査 2）、③がんの患者体験調査 3）のデザ

インや調査票内容を精査した。概要は以下の通

りである。 

①厚労科研・田嶼班の 1 型糖尿病患者アンケー

ト調査について 

 目的：1 型糖尿病は生存のためインスリン治

療が必須な稀な疾患であるが、生活上の困難

さに加え、血糖管理・合併症の状況、生活の

実態に関する統一した見解はない。そのため、

厚労科研・田嶼班において、2015 年、2017 年

にアンケート調査によってその実態を把握し、

医療や福祉サービスの向上に資することを目

的として、研究が行われた。 

 実施主体：厚生労働科学研究費補助金 循環

器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究

事業、1 型糖尿病の実態調査、客観手的診断

基準、日常生活・社会生活に着目した重症度

評価の作成に関する研究（研究代表者 田嶼

尚子） 

 方法・対象：研究班の研究分担者・協力者が

所属する 8 施設に通院する 1 型糖尿病患者

308人（回収率不明）。主治医が該当する患者

に渡し、本調査票の概要を口頭で説明したの

ち、調査票を患者に手渡した。アンケート調査

は完全に匿名化して行い、患者は専用の回収

ボックスに投函した。 

 調査経緯等：1997 年に、日本小児内分泌学

会・小児糖尿病委員会が 18 歳以上に達した

小児期発症インスリン依存性糖尿病患者の社

会的適応・生活実態について調査報告を行っ

た。2015 年に、厚労科研「1 型糖尿病の疫学

と生活実態に関する調査研究」（研究代表者 

田嶼尚子）にて、20 歳以上に達した小児発症

1 型糖尿病患者の治療状況、合併症、生活の
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実態等に関するアンケート調査を行った。

2017 年に、 厚労科研「1 型糖尿病の実態調

査、客観手的診断基準、日常生活・社会生活

に着目した重症度評価の作成に関する研究」

（研究代表者 田嶼尚子）にて、上記と同様の

アンケート調査が行われた。 

 質問項目数：約 50 項目 

 

②脳卒中・家族アンケート調査について 

 目的：脳卒中発症後、急性期から回復期、生

活期に至るまでの間に脳卒中患者・家族が経

験する困難と求めている支援を明らかにする

ことを目的に、日本脳卒中協会の患者・家族

委員会が全国の脳卒中患者会に協力を呼び

掛けて調査が実施された。 

 実施主体：公益社団法人日本脳卒中協会 患

者・家族支援プロジェクトチーム（理事長 峰

松一夫） 

 方法・対象：全国の脳卒中患者会に協力を呼

びかけ、協力に応じた 8 団体 1544 人に質問

票を配布し、31都道府県に在住する 567名の

脳卒中経験者または家族から回答を得た。

（協力が得られた患者団体は 8 つ、回収率

37％） 

 調査経緯等：2018 年に成立した「健康寿命の

延伸等を図るための脳卒中、心臓病その他の

循環器病に係る対策に関する基本法」にあわ

せ、2020 年 1 月に循環器病対策推進協議会

が設立され、2020 年夏ごろには循環器病対

策基本計画が公表される予定であった。その

基本計画における、患者・家族に直接関係す

る施策に対して提言するために、日本脳卒中

協会にて患者・家族支援プロジェクトチームを

立ち上げ、脳卒中患者・家族アンケートが実

施された。 

 質問項目数：約 42 項目 

 

③がん領域の患者体験調査（H26 年度調査につ

いて） 

 目的：第 2 期がん対策推進基本計画で策定さ

れた全体目標の項目を実際に患者へ療養生

活の様子を聴取するとともに、分野別施策に

関して患者への直接質問によって測定するこ

とが最適と考えられる指標測定することを目

的に特別に設計された、がん対策がうまく進

んでいるかを確認するために行われた。 

 実施主体：厚生労働省指定研究、がん対策に

おける進捗管理評価指標の策定と計測システ

ムの確立に関する研究（研究代表者 若尾文

彦） 

 方法・対象：指標の全国値を計算可能なよう、 

代表性を意識する形で患者を公平に抽出した。 

2012 年に当時指定されていた全国の拠点病

院 397 施設で、 初回治療を受けた診断時

に 19 歳以上であった全悪性腫瘍の患者 

（上皮内がんを含む） を対象とした。 これを

母集団として、 二段階層別無作為抽出を行

った。調査票は無記名で、回答者は 7404 名

（回収率 53％）であった。 

 調査経緯等： 2012 年 6 月に閣議決定された

第 2 期がん対策基本計画に基づく、がん対策

の進捗状況について 3年をめどに中間評価を

行うことが定められた。その中間評価に向け

て若尾班が立ち上がり、指標の策定、測定方

法の明確化、実際の測定が行われ、がん対

策推進基本計画中間評価報告書等に活用さ

れた。 

 質問項目数：約 42 項目 

 

・3 つの調査における調査票の項目を比較（図 1）

すると 3 つの調査における共通点があるものの、

①と、②③にて調査されている項目が大きく分か

れることが分かった。①では特に治療等の現状

についての項目が多く、収入の項目がある一方

で、②③では診断時の状況治療満足度、病院外

でのサポート、疾患情報提供体制、自由記載欄
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が見られた。（図 1 グリーンハイライト部分） 

・ 本研究における調査目的・項目としては、糖尿

病患者（1型・2型を含める）の生活の実態や困難

について調べることとした。調査項目は、比較可

能性の観点から1型糖尿病患者へ行われた田嶼

班調査票をベースとして、他疾患で用いられた調

査項目（治療への満足度、疾病情報を得やすい

か 等）も参考にする方向とした。 

2）第 2 回班会議：2021 年 2 月 28 日 

・第 1 回班会議の議論をベースとして検討した結

果、まずは糖尿病の患者会を通じた調査を行うこ

ととした。2021 年度（第 2 年度）は、日本糖尿病

協会と協力して、少人数の糖尿病患者に半構造

化インタビュー調査を行った後に、その結果を基

に 

した質問票を作成し、糖尿病協会を通じて全国の 

本部会員や患者会である友の会へアンケート調

査を行う方針とした。 

・インタビュー調査については、まずはオピニオン

リーダー（日本糖尿病協会理事等の方）に対し、

その後に一般の患者さんに対しWebインタビュー

を行い、全体像を把握した上で、調査票を改善す

る方針とした。（10-20 人程度想定） 

・アンケート調査は、調査票を日本糖尿病協会が

発行する糖尿病の専門誌である“さかえ”に同梱

することで発送を検討した（500-1000 人程度想

定）。本部会員の方については、郵送する会員を

無作為抽出し、友の会会員の方については、友

の会を無作為抽出する方向で検討した。 

 

 

図１ 3 つの調査の比較一覧 
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・2022 年度（最終年度）は、より代表性を追求した

アンケート調査を行うことを計画した。具体的な調

査方法として、“国民健康・栄養調査のうち糖尿病

が強く疑われた方への追加調査”“  NIPPON 

DATA 2010 の参加者への調査”“電話調査（RDD

サンプリング）”“日本医師会等を通じた医療機関

でのサンプリング調査”“住民基本台帳を用いた無

作為抽出調査”“保険者を通じたサンプリングアン

ケート調査”等も検討した。本研究班としては、実

現可能性を考慮した上で“保険者を通じたサンプリ

ングアンケート調査”を第一に進めて行くこととした。 

 

3）日本糖尿病協会事務局との協議 

・2021年度に日本糖尿病協会と協力してインタビュ

ー・アンケート調査を行っていくために、日本糖尿

病協会事務局（担当者 堀田裕子様）と、具体的な

調査方法等について協議を重ねた。過去に日本糖

尿病協会が行ったアンケート調査「Taking Diabetes 

to Heart （IDF がノボノルディスクと連携して実施し

た、T2DM 患者における心血管疾患に対する認識

と知識を調べる調査）」と「アドボカシーに関する

Web アンケート」経験を基に、本研究に対する検討

を進めた。上記について、上記第 2 回班会議等に

おいても研究班内で議論した。また、本研究を進め

ることについて、日本糖尿病協会理事長の承認を

得た。 

 

Ｄ．考察 

本研究は、糖尿病患者の主観的意見・生活の実

態や困難について調査し課題を抽出することで、

糖尿病患者における医療提供体制の見直しや、診

療・療養の質の向上に貢献することを目的としてい

る。 

過去に行われた類似調査として 3 つの調査①1

型糖尿病患者に対する調査、②脳卒中患者・家族

の調査、③がんの患者体験調査の調査票項目の

比較からは、調査の主目的の違いが浮き彫りとな

った。すなわち、①1型糖尿病の調査は患者生活、

合併症や困難の把握を主目的としており、②脳卒

中③がんの調査においては、疾患個別の対策推

進基本計画への反映・評価を主目的としていた。

そこで本研究においては、糖尿病患者（1型・2型を

含める）の生活の実態や困難について調べること

を主目的とした。各種計画等における指標としての

直接的な反映は難しいと思われるものの、現状の

統計・調査だけでは抽出できない糖尿病患者の実

態把握と課題抽出を行い、今後の計画等立案の

際の検討材料を提供することも目指している。調

査項目については、比較可能性の観点から 1型糖

尿病患者へ行われた田嶼班調査票をベースとして、

他疾患で用いられた調査項目（治療への満足度、

疾病情報を得やすいか 等）も参考にする方針とし

た。 

1 型糖尿病は、認定教育施設で診療を受けてい

る患者が多い一方で、2 型糖尿病はかかりつけ医

でも広く診療されている疾患であるため、基幹病院

に通院している患者から得た情報のみでは、全体

の状況は見えてこないことが懸念された。そのた

め、本研究班では妥当性と実現可能性のバランス

を考えた調査法を検討し、2021年度は日本糖尿病

協会と通じたインタビュー・アンケート調査、2022年

度は保険者を通じたサンプリングアンケート調査を

行う方向とした。 

2021 年度に行う予定の日本糖尿病協会と通じ

たインタビュー・アンケート調査においても、できる

限りバイアスを減らすために、アンケート調査を行

う対象を無作為抽出するなどの配慮を予定してい

る。また、費用削減等も考慮して調査票を“さかえ”

に同梱すること、回収率向上のために翌月号以降

の“さかえ”でリマインドを送る等、実現可能な範囲

で妥当性の高い方法を検討している。 

2022 年度（最終年度）は、より代表性を追求した

アンケート調査を行うことを計画した。糖尿病は、

がん領域と違い「患者台帳」にあたるものがなく、
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患者情報が集約化されていないことから、代表性

の高い調査方法の追求が難しい疾患である。その

ため、実現可能性を確保した上で、可能な範囲で

妥当性の高い方法を目指すのがよいと思われ、調

査対象等（施設・団体など）との綿密なやりとりが

重要と考えられた。具体的な調査方法として、様々

な方法を検討した結果、実現可能性を考慮した上

で“保険者を通じたサンプリングアンケート調査”を

第一に進めて行くこととした。国全体への一般化可

能性は限られるが、レセプトや特定健診の結果を

用いて対象を抽出した場合、母集団における代表

性は保たれる可能性があるだろう。今後、候補の

自治体等と具体的な相談を行っていく予定である。 

 

Ｅ．結論 

過去の類似調査として、1 型糖尿病患者に対す

る調査、脳卒中患者・家族の調査、がんの患者体

験調査のデザインや調査票内容について精査した。

類似調査のデザインや調査項目等を参考として、

2021 年度は患者会（日本糖尿病協会）を通じたイ

ンタビューやアンケート調査を行い、2022年度は保

険者を通じたサンプリングアンケート調査を行う予

定である。 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

なし 

 2.  学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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1）田嶼尚子, 他. １型糖尿病の実態調査、客観的

診断基準、日常生活・社会生活に着目した重症

度評価の作成に関する研究. 厚生労働省科学

研究費補助金循環器疾患・糖尿病等生活習慣

病対策総括・分担研究報告書. 2016-2017 

2）日本脳卒中協会. 患者・家族委員会アンケート

調査報告書「脳卒中を経験した当事者（患者・家

族）の声」. 2020  

3）国立がん研究センターがん対策情報センター. 

がん対策における進捗管理評価指標の策定と

計測システムの確立に関する研究「指標に見る
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 

糖尿病の実態把握と環境整備のための研究 

3-2 患者からの視点を把握 （患者への調査など） 

②1 型糖尿病に関する検討  

 

研究分担者 菊池 透  埼玉医科大学医学部小児科  

実務担当者 武者育麻 埼玉医科大学医学部小児科 

実務担当者 川名 宏  埼玉医科大学医学部小児科 

 

研究要旨 

本研究の目的は、わが国における小児・思春期1型糖尿病の診療および療養行動の実態を明

らかにし、良好な血糖コントロール、QOL の改善のための課題を明らかにすることである。小児

インスリン治療研究会第5コホート研究に参加した31都道府県の73施設の満18歳未満発症

の 1型糖尿病患者 1168名（男子 500 名、女子 668 名）を対象に、インスリン治療状況、自己血

糖測定状況、血糖コントロール状況および療養行動に関して、2018年 3月から 4か月ごと 1期

から 6 期まで、取集が終了したデータを使用した。日本糖尿病学会糖尿病専門医在籍施設（31

施設 814 名）と不在施設（42 施設 354 名）別、地域別、および施設登録症例数群別に 治療状

況、療養行動について解析した。対象者の年齢、発症年齢の中央値は、11.8 歳および 6.9 歳で

あった。専門医在籍施設は不在施設に比し、HbA1c が低い傾向（6期で 8.1％ vs 8.4%）であり、

CSII（33.2％ vs 30.0%）、カーボカウント（54.7％ vs 49.4%）、ボーラスインスリン計算機能（65.1％ 

vs 46.6%）、isCGM（29.1％ vs 24.3%）の使用頻度が高い傾向であった。全国を以下の 7 つの地

域に分けた。北海道（2施設、24 例）、東北（4施設、49 例）、関東甲信越（34 施設、601 例）、中

部（6 施設、54 例）、近畿（6 施設、184 例）、中四国（10 施設、117 例）、九州（11 施設、139 例）

でのHbA1cに明らかな違いななかった。一方、近畿でCSII、SAP、isCGMの使用頻度が高かっ

た。地域別学校での療養行動の場所の検討では、近畿、中部で教室が多い傾向があり、その

他の地域では保健室が多かった。高校生では、教室とトイレ、「実施しない」が増加した。施設

登録症例数群別 HbA1c は、登録症例数の少ない施設と、多い施設での明らかな違いはなかっ

た。小児思春期 1 型糖尿病の治療状況の改善のためには、小児科医の糖尿病専門医の育成

が重要と考えられた。今後は、思春期以降の糖尿病に対するスティグマが療養行動に影響を

与える影響の検討や診療技術の進歩が血糖コントロールや QOL の改善につながるために支

援策の検討が必要と考えられた。 
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Ａ．研究目的 

 日本人の小児思春期 1 型糖尿病の発病率

は10万人年あたり2.25人と欧米諸国に比し、

10～20 分の 1 程度と低い。また、日本人の成

人糖尿病の多くは 2 型糖尿病であり、成人も

含めた1型糖尿病患者数は相対的にとても少

なく、10 万人程度と推定されている。1 型糖尿

病は、2 型糖尿病とは病態、治療、療養行動

が異なる。しかし、世間一般には1型糖尿病と

2 型糖尿病と違いが正しく認識されているとは

言えない。そのことが、1型糖尿病患者の療養

行動の困難さ、QOL の低下を招いていると考

えられる。1 型糖尿病の治療、療養行動の改

善、QOLの向上のためには、日本の現状を把

握、課題を明らかにし、その対策を立案し遂

行する必要がある。 

小児インスリン治療研究会は、1995 年に開

始された小児期発症 1 型糖尿病患者の治療

に携わっている小児科医による全国多施設共

同研究である。標準化した血糖コントロール指

標によって、治療法、年齢、罹病期間等による

血糖コントロールの違いを評価・解析し、より

有効な治療法、QOLの改善、合併症の予防を

目的として、コホート研究が継続されている。

本研究では、現在の小児思春期 1 型糖尿病

のインスリン治療、血糖コントロール、療養行

動の状況を明らかにするため第 5 コホート研

究のデータベースを基に検討した。コホート研

究参加者全体の検討は、令和元年度 厚生

労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病

等生活習慣病対策総合研究事業）分担研究

報告書 4．糖尿病に対する適切な医療提供

体制・医療の質指標に関する研究（研究者代

表 門脇孝）において報告した。今回は、日本

糖尿病学会糖尿病専門医在籍の有無による

差異、地域による差異、担当している患者数

による差異について検討した。 

インスリン治療研究会第 5 コホート研究（研

究代表者、埼玉医科大学小児科菊池透）は、

2018 年 3 月より開始され、73 施設 1168 名が

参加している。このコホート研究は、4 カ月間

を 1期として 15期 5年間の追跡調査を予定し

ている。本研究では、第 5 コホート研究の内、

登録時（1 期）から 6 期まで収集が完了したデ

ータベースを解析した。 

 

Ｂ．研究方法 

1) 研究対象 

2018 年に開始した小児インスリン治療研究会

第 5 コホート研究に参加した 31 都道府県の

73 施設の満 18 歳未満発症の 1 型糖尿病患

者 1168 名（男子 500 名、女子 668 名）を対象

にした。登録時時年齢11.8±3.9歳、診断時年

齢 6.9±3.8 歳であった。 

2) 研究方法 

小児インスリン治療研究会第 5 コホート研究

データベースをもとに、インスリン治療状況、

自己血糖測定状況、血糖コントロール状況

（HbA1c）および療養行動等に関して、登録時

から6期までの推移等を解析した。解析は、日

本糖尿病学会糖尿病専門医在籍施設（31 施

設 814名）と不在施設（42施設 354名）に分け

て実施し比較検討した。さらに、同様の項目に

ついて国内の地域別、および施設登録症例

数群別に解析し、比較検討した。 

 

Ｃ．研究結果 

1) 糖尿病専門医の在籍施設と不在施設の治

療および療養行動の比較検討 

a）血糖コントロール状況（HbA1c） 

登録時の専門医在籍施設の中央値（10-90パ

ーセンタイル値）は、7.9（6.7-9.4）%、専門医不
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在施設では 7.9（6.7-9.3）%と差はなかった。し

かし、第6期には、在籍施設は、8.1（7.0-9.6）%、

不在施設では 8.4（6.9-9.8）%と、不在施設の方

が HbA1c が増加傾向が強かった。HbA1c7.5%

未満群は在籍施設で 250名（30.7％）、不在施

設で 105 名（30.0％）、HbA1c 9%以上群は、在

籍施設で 129 名（15.8％）、不在施設で 72 名

（20.3％）であった。在籍施設、不在施設とも 1

期から 6期にかけて HbA1c 中央値、7.5%未満

群が減少傾向、9.0%以上群の増加傾向がみら

れたが、不在施設の方が上記の傾向が強か

った。 

 

b）インスリン投与方法 

在籍施設では、ペン型注入器での頻回注

射法481例（59.1％）、ペン型注入器従来法26

例（3.2%）、CSII 270例（33.2％）、ペン型注入器

と CSII の併用 37 例（4.5％）であった。不在施

設では、ペン型注入器での頻回注射法 224例

（63.2％）、ペン型注入器従来法 14 例（4.0%）、

CSII  106 例（30.0％）、ペン型注入器と CSII 

の併用 10 例（2.8％）であった。在籍施設、不

在施設とも 1 期から 6 期にかけて CSII 使用

例の増加がみられた。 

CSII 使用者の内、連動持続血糖モニター

を使用例（Sensor Augmented Pump（SAP）使

用例）は在籍施設では、116 例（37.8%）で、不

在施設では、47例（40.5%）であった。不在施設

の方が使用頻度が高い傾向があった。また、

在籍施設では1期から6期にかけて減少傾向

であった。 

CSII 使用者の内、ボーラスインスリン計算

機能を使用している例は。在籍施設では、200

例（65.1%）で、不在施設では、54 例（46.6%）で

あった。在籍施設の方が使用頻度が高かった。

在籍施設、不在施設とも 1 期から 6 期にかけ

て減少傾向であった。 

食事用追加インスリン調整方法としてカー

ボカウント法を使用している例は、在籍施設で

は、445 例（54.7%）で、不在施設では、175 例

（49.4%）であった。在籍施設の方が使用頻度

が高かった。在籍施設、不在施設とも1期から

6 期にかけてほぼ同様の頻度で推移していた。 

 

c）血糖モニタリング方法 

血糖モニタリング方法では、在籍施設では

従来法 461 例（56.6％）、間欠的スキャン連続

血糖測定（isCGM）237例（29.1％）、SAP116例

（14.3％）であった。不在施設では従来法 221

例（62.4％）、間欠的スキャン連続血糖測定

（isCGM）86 例（24.3％）、SAP47 例（13.3％）で

あった。在籍施設の方が使用頻度が高かった。

在籍施設および不在施設とも 1 期から 6 期に

かけてisCGMが増加し、従来法が減少傾向で

あった。 

 

2) 地域別比較検討 

日本糖尿病学会地方会の分類にしたがって、

全国を以下の 7つの地域に分けた。北海道（2

施設、24例）、東北（4施設、49例）、関東甲信

越（34 施設、601 例）、中部（6 施設、54 例）、

近畿（6 施設、184 例）、中四国（10 施設、117

例）、九州（11 施設、139 例）であった。地域別

血糖コントロール状況、インスリン投与方法、

血糖モニタリング方法を検討した。 

 

a）血糖コントロール状況（HbA1c） 

各地域の HbA1c 中央値は、北海道 7.7%、東

北 7.9%、関東甲信越 8.0%、中部 7.6%、近畿

7.8%、中四国 7.8%、九州 8.0%であった。中部が

低い傾向があったが、明らかな地域差はなか

った（図 1）。 
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HbA1c7.5%未満群は、北海道 45.8%、東北

28.6%、関東甲信越 28.5%、中部 35.2%、近畿

32.1%、中四国 32.5%、九州 30.4%であった。ま

た、HbA1c 9%以上群は、北海道 16.7%、東北

10.2%、関東甲信越 19.0%、中部 9.3%、近畿

15.8%、中四国 13.7%、九州 20.1%であった。各

地域で明らかな違いはなかった（図 2）。 

 

b）インスリン投与方法と血糖モニタリング方法 

図 3 に、地域別登録時インスリン投与方法を

示す。近畿地方で CSII の使用頻度が高かっ

た。その他の地域では、あきらかな差はなか

った。 

図 4 に、地域別登録時血糖モニタリング方法

を示す。近畿地方で SAP の使用頻度が高か

った。その他の地域では、あきらかな差はな

かった。 

 

c）学校での療養行動の場所 

図 5 に、地域別小学校での登録時療養行動

の場所を示す。近畿、中部では教室が多いが、

他の地域では保健室が多かった。 

図 6 に、地域別中学校での登録時療養行動

の場所を示す。近畿では教室が多いが、他の

地域では保健室が多かった。また、トイレが散

見された。 

図 7 に、地域別高等学校での登録時療養行

動の場所を示す。近畿、中部では教室が多い。

中学生に比し、トイレや「実施しない」が多い

傾向がみられた。 

 

3) 施設登録症例数群別比較検討 

1-4 例（20 施設、66 例）、5-9 例（18 施設、137

例）、10-19 例（17 施設、211 例）、20-29 例（9

施設、210例）、30-39例（3施設、108例）、40-

49 例（3 施設、140 例）、50-99 例（2 施設、153

例）、100 例以上（1 施設、143 例）に群分けし

て、血糖コントロール状況、インスリン投与方

法、血糖モニタリング方法を検討した。 

 

a）血糖コントロール状況（HbA1c） 

図 8 に施設登録症例数群別の登録時 HbA1c

の中央値を示す。各群とも 8%前後で、明らか

な違いはなかった。 

図 9 に施設登録症例数群別の登録時 HbA1c

階級を示す。各群とも7.5%未満群が30%前後、

9%以上群が 20%程度であり、明らかな違いは

なかった。 

 

b）インスリン投与方法と血糖モニタリング方法 

図 10 に施設登録症例数群別の登録時インス

リン投与方法を示す。100 例以上の施設で

CSII の頻度が高かったが、他の群では明らか

な差はなかった。 

図 11に施設登録症例数群別の登録時血糖モ

ニタリング方法を示す。100 例以上の施設で

isCGM、SAP の頻度が高く、40-49 例および

50-99 例の施設では、低い傾向があった。 

 

Ｄ．考案 

本研究では、施設のよる治療状況の差異

があるかを検討するために、日本糖尿病学会

糖尿病専門医在籍の有無、施設登録症例数

群別に検討した。また、地域による差異につ

ても検討した。 

専門医在籍施設と不在施設との差異の検

討では、以下のような傾向がみられた。在籍

施設は不在施設に比し、①HbA1cが低い傾向

であった。②CSII 使用頻度が高い傾向であっ

た。③カーボカウントの使用頻度が高い傾向

であった。④ボーラスインスリン計算機能の使

用頻度が高い傾向であった。⑤isCGM の使用
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頻度が高い傾向であった。 

以上より在籍施設の方が、不在施設に比し、

先進的な血糖コントロール方法や医療機器を

導入しており、血糖コントロールが相対的に良

好であると推測された。しかし、SAP 使用率は

不在施設の方が高い傾向であった。逆の傾向

がった。この点については、SAP が血糖コント

ロールの改善に寄与していないのか、その他

の要因が関連しているのか、詳細な検討が必

要である。 

 地域別治療状況の検討では、以下の事項が

明らかになった。①HbA1c は、中部が低い傾

向があったが、概ね地域差はなかった。②近

畿で CSII、SAP、isCGM の使用頻度が高かっ

た。近畿では、登録症例が 100 例以上の施設

があり、その施設では先進的な医療機器を導

入に積極的であるため、上記のような傾向が

みられたと考えられる。その施設を除けば、明

らかな地域格差ないと考えられる。地域差より

も糖尿病専門医の在籍の有無の方が、治療

状況と関連していると考えられる。 

地域別学校での療養行動の場所の検討で

は、以下の事項が明らかになった。①小学生

では、近畿、中部で教室が多い傾向があった。

その他の地域では保健室が多かった。②中学

生では、近畿で教室が多い傾向があった。全

国的にトイレが増える傾向があった。③高校

生では、近畿、北海道では、ほぼ教室、その

他の地域では、教室とトイレが増加した。近畿

で教室が多い理由は明確ではない。糖尿病に

対するスティグマが少ない地域特性が推測さ

れる。中高生になると全国的にトイレと「実施

しない」が増加している。これには、糖尿病に

対するスティグマが関連していると考えられる。

この事象と血糖コントロールおよび QOL との

関連の検討が今後の課題である。 

施設登録症例数群別比較検討では、以下

の事項が明らかになった。①HbA1c は、登録

症例数の少ない施設と、多い施設での明らか

な違いはなかった。②CSII、SAP、isCGM の使

用頻度は、100 症以上の施設で多かった。他

の群では違いがなかった。現在は、担当症例

数が多い施設が血糖コントロールが良好であ

るということはないと考えられる。 

 今回の検討で明らかになった治療状況と関

連していた要因は、糖尿病専門医の在籍の有

無であった。小児科医の糖尿病専門医の育

成が、重要と考えられる。しかし、専門医の有

無による HbA1c の差も大きなものではなく。

7.5%未満群は、どちらも 30%程度であり、過去

の第４コホート研究から改善はみられない。最

近の１型糖尿病に対する診療技術の進歩は

めざましいが、その進歩が、血糖コントロール

の改善に直接結びついていないように考えら

れる。その要因として、医療者が新しい技術を

マスターしていないこと。思春期以降に大きく

なる糖尿病に対するスティグマなどが考えら

れる。 

 

Ｅ．結論 

 小児思春期1型糖尿病に対する治療状況に

ついて、糖尿病専門医の有無、地域差、施設

登録症例数による差を検討した。糖尿病専門

医の有無のみが関連していた。小児科医の糖

尿病専門医の育成が重要と考えられた。今後

は、思春期以降の糖尿病に対するスティグマ

が療養行動に影響を与える影響の検討や診

療技術の進歩が血糖コントロールや QOL の

改善につながるために支援策の検討が必要

と考えられた。 

 

 



28 

 

G．研究発表 

１．論文発表 

1） Mochizuki M, Ito Y, Yokomichi H, Kikuchi 

T, Soneda S, Musha I, Anzou M, Kobayashi 

K, Matsuo K, Sugihara S, Sasaki N, 

Matsuura N, Amemiya S; Japanese Study 

Group of Insulin Therapy for Childhood 

and Adolescent Diabetes (JSGIT). 

Increasing secular trends in height and 

obesity in children with type 1 diabetes: 

JSGIT cohort. PLoS One. 2020 Nov 

23;15(11):e0242259. doi: 

10.1371/journal.pone.0242259. PMID: 

33227006; PMCID: PMC7682904. 

2） Sugihara S, Kikuchi T, Urakami T, Yokota 

I, Kikuchi N, Kawamura T, Amemiya S; 

Japanese Study Group of Insulin Therapy 

for Childhood and Adolescent Diabetes 

(JSGIT). Residual endogenous insulin 

secretion in Japanese children with type 

1A diabetes. Clin Pediatr Endocrinol. 

2021;30(1):27-33. doi: 10.1297/cpe.30.27. 

Epub 2021 Jan 5. PMID: 33446949; 

PMCID: PMC7783123. 

 

2.  学会発表 

1） 高谷具純、荒川 浩、猪野 直美、宇藤山

麻衣子、遠藤 彰、大髙 幸之助、大通 

尚、貝沼 圭吾、門谷 眞二、齊木 玲央、

幸道 和樹、西門 優一、神野 和彦、西

井 亜紀、堀田 優子、宮河 真一郎、森

田 秀行、 広瀬 正和、川村 智行、杉原 

茂孝、菊池 透．小児期発症 1 型糖尿

病患者の持続皮下インスリン注入療法に

おける基礎レートの検討.第 63 回日本

糖尿病学会年次学術集. web 開催. 2020 

2） 松井 克之，長井 静世，大津 成之，布

川 香織，松浦 宏樹，坪内 肯二，杉原 

茂孝，菊池 透．小児 1 型糖尿病におけ

る療養行動の実態と血糖コントロールへ

の影響．第 63 回日本糖尿病学会年次

学術集. web 開催. 2020 

3） 滝島茂、立川恵美子、伊藤善也、山本幸

代、齋藤朋洋、堀川玲子、横道洋司、松

浦信夫、佐々木望、雨宮伸、杉原茂孝、

菊池透、小児インスリン治療研究会 本

邦における小児思春期 1 型糖尿病・初

発時の臨床像～日本小児インスリン治療

研究会・第 5 コホート研究より～ 第 63 

回日本糖尿病学会年次学術集会 2020 

年 5 月 

4） 後藤元秀，山本幸代，伊藤善也，横道洋

司，齋藤朋洋，滝島茂，立川恵美子，堀

川玲子、菊池透．インスリン療法・血糖モ

ニタリングと HbA1C の検討～第 5 コホ

ート登録時データの解析～．第 63 回日

本糖尿病学会年次学術集. web 開催. 

2020 

5） 山本幸代，後藤元秀，伊藤善也，横道洋

司，齋藤朋洋，滝島茂，立川恵美子，堀

川玲、杉原茂孝，菊池透．小児 1 型糖

尿病でのインスリン治療と血糖コントロー

ルの現状と推移～日本小児インスリン治

療研究会第 4、5 コホート登録時データ

の比較～．第 63 回日本糖尿病学会年

次学術集. web 開催. 2020 

6） 望月美恵, 武者育麻, 小林浩司, 鈴木滋, 

小林基章, 棚橋祐典, 小山さとみ, 菅原

大輔, 松浦信夫, 佐々木望, 杉原茂孝,

菊池透, 雨宮伸. 小児 1 型糖尿病患者

における HbA1c の施設間差は 1995 年

以降縮小している.第 63 回日本糖尿病



29 

 

学会年次学術集会学会.web 開催. 2020 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし 

 

Ｉ．参考文献 

1） 令和元年度 厚生労働科学研究費補助

金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対

策総合研究事業）分担研究報告書 4．

糖尿病に対する適切な医療提供体制・医

療の質指標に関する研究 4－2.1 型糖

尿病に関する検証 

2） Matsuura N, et al. The Japanese Study 

Group of Insulin Therapy for Childhood 

and Adolescent Diabetes (JSGIT): initial 

aims and impact of the family history of 

type 1 diabetes mellitus in Japanese 

children. Pediatr Diabetes. 2001 

Dec;2(4):160-9. doi: 10.1034/j.1399-

5448.2001.20404.x. PMID: 15016181. 

3） Mochizuki M, Kikuchi T, et al. 

Improvement in Glycemic Control 

Through Changes in Insulin Regimens: 

Findings From a Japanese Cohort of 

Children and Adolescents With Type 1 

Diabetes. Pediatr Diabetes 2017 18:435-

442. 

4） Yamamoto Y, Kikuchi T, et al. Status and 

trends in the use of insulin analogs, insulin 

delivery systems and their association 

with glycemic control: comparison of the 

two consecutive recent cohorts of 

Japanese children and adolescents with 

type 1 diabetes mellitus. J Pediatr 

Endocrinol Metab. 2019 Jan 28;32(1):1-9. 

doi: 10.1515/jpem-2018-0329. PMID: 

30517078. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



30 

 

  

  

  

  



31 

 

  

 

 

 

 


